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保育所・認定こども園におけるICT導入の実績とそれ
に伴う業務効率の意識

―Ａ県におけるアンケート調査を通じて―

寺　島　正　博＊・石　崎　龍　二＊＊・柴　田　雅　博＊

要旨　本稿では、保育所・認定こども園にアンケート調査を実施し、ICT（Information and 

Communication Technology、以下同じ。）システム導入の実績およびそれに伴う業務効率の

意識について考察を行った。調査方法は、Ａ県における全ての保育所・認定こども園（529箇所）

を対象とし、回答は88箇所（回収率16.6％）であった。

　業務支援システムの導入率は61.4％であった。業務支援システムを導入している保育所等にお

いて、記録業務別の業務支援システム導入率は、「降園時の出欠」が72.2%、「保護者との連絡（連

絡帳）」が53.7%等であった。導入されているシステムが複数の業務を兼ねていることが窺える。

　新たに必要な機能の要望としては、子ども一人ひとりの状況を把握できる機能、システムの

データ連携などが挙げられた。今後、こうした要望を取り入れたシステムの開発や現場への提案

が必要ではないかと考える。

キーワード　保育所・認定こども園　業務支援システム　業務効率化

１．はじめに

わが国における「Society 5.0」の実現は、第

４次産業革命の先端技術を社会実装し、より高

度な経済、より便利で豊かな生活を体現する。

保健医療福祉サービス分野においても様々な知

識や情報が共有され、新たな価値を生み出すこ

とが期待され、積極的なICT（Information 

and Communication Technology、以下同じ。）

導入が進められている。

少子高齢化、新型コロナウイルス感染症の世

界的な拡大によるウィズコロナ・ポストコロナ

時代に対応するために、医療、介護、福祉、保

育の領域で働く「エッセンシャルワーカー」の

業務環境や待遇の改善が課題となってきてい

る。
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前稿では、Ａ県の介護サービス事業所（2,117

箇所)にアンケート調査を実施し、ICT導入の

実績とそれに伴う業務効率の意識について考察

を行った（寺島・石崎・柴田 2021a）。業務支

援システムの導入率は、39.3%と低いものの、

業務支援を導入している事業者からは、システ

ムの導入効果が認められており、業務の効率に

向けたシステムの導入を進めるために、現場の

要望を取り入れた業務支援システムの開発と現

場への提案の必要性等を指摘した。そこで、本

稿では、保育の領域でのICT導入の実績とそ

れに伴う業務効率の意識を調べるために、A県

内の保育所等を対象とした調査を実施した。

２．本研究の背景と目的

厚生労働省の調査によれば、2021（令和３）

年４月１日時点における全国の保育所、特定教

育・保育施設、特定地域型保育事業（うち２号・

３号認定）を利用する児童数は274万人に上る

（2021）。2015（平成27）年度の調査方法の改

正には、233万人であったことから児童の数は

一貫して増加している。一方で、2021（令和３）

年10月の保育士の有効求人倍率は2.66倍となっ

ており（2020）、全職種の平均の求人倍率が1.16

倍であることから、かなり高い水準であること

が窺える。また、教育・保育施設等１における

事故は、2016（平成28）年の調査方法の改正

時には875件の報告数であったものが、2020

（令和２）年には2,015件の報告があり、約2.3倍

に増えていることが分かる（2017；2021）。こ

のように保育所、特定教育・保育施設、特定地

域型保育事業を利用する児童は増えているもの

の、児童を支援する保育士のなり手は少なく、

また、教育・保育施設等における事故は非常に

多い状況がある。

このような状況の下、2018（平成30）年に

厚生労働省から「平成30年度（平成29年度から

の繰越分）保育対策総合支援事業 費補助金（保

育所等改修費等支援事業（平成29年度補正予算

の繰越分），保育所等業務効 率化推進事業（保

育所等におけるICT化推進事業）及び保育所

等事故防止推進事業分）の国庫補助について」

（平成30年８月22日雇児発0822第１号）の通知

が出された。これは保育所・認定こども園（以

下、保育所等と省略する。）におけるICT化が

推進され、保育士の業務負担の軽減を図るとと

もに、保育所等における事故防止等の体制強

化・保育人材確保が図られている。

具体的な業務支援システムとして、記録の作

成、保管等の事務的業務について情報システム

を導入することによる情報共有等の円滑化、ま

た、情報システムによる業務の定量的な課題分

析及びその結果に基づく業務の標準化が挙げら

れている。

森・大久保（2021）によると、福岡県内のA

市のB保育所（園）に勤務する保育士を対象と

して、保育士のICT化による業務軽減に関す

る19項目について調査が行われ、従来手書きが

行われていた業務がICTシステム導入の結果、

業務時間が短縮されたことが示された。また、

課題として、パソコンのスキルが十分ではない

保育士へのサポートの必要性が示された。

本稿では、保育所等における業務支援のため

のICTシステム導入の実績およびそれに伴う

業務効率の意識を明らかにしたいと考え、A県

内の保育所等の529箇所を対象とした、より大

規模な調査を実施した。

３．方法
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⑴　調査対象者と方法

本調査の対象は、ICT化を積極的に推進して

いるＡ県を対象とし、A県における全ての保育

所等を対象とした（2021（令和３）年12月末

日現在A県のHPに掲載されている保育所等

529箇所）。

調査方法は、郵送によりインターネット調査

（Web調査）の依頼書を送り、自記式質問によ

るアンケートを行った。調査期間は、2022（令

和４）年３月１日から３月31日までとし、期日

までに入力があった保育所等を対象とした。回

答は88箇所（回収率16.6％）であった。

⑵　調査項目と内容

問１の保育所等の現状の内容については、①

保育所等の規模、②保育所等のサービス対象地

域範囲、③他に運営している保育所等がいくつ

あるのかについて質問した。

問２の業務支援システムに関する現状と意識

の内容については、森・大久保（2021）の質問

項目を参考にして、④業務支援のためにICT

システム（以下、業務支援システムと省略す

る。）を導入しているのか、⑤導入している業

務支援システム名、⑥業務支援システムで入力

に使う端末、⑦業務支援システムを導入してい

る場合いつ頃導入したのか、⑧業務支援システ

ムは必要であると思うのか、⑨④において「導

入していない」と回答した保育所等の今後の業

務支援システムの導入について、⑩記録業務に

ついてどのような手段で記録を行っているの

か、⑪記録作業について業務支援システムを導

入したものについて、導入前と後での作業負担

の変化、利便性の変化について質問した。

問３のその他については、⑫業務支援システ

ムで新たに必要な機能、⑬業務支援システムに

対する不満点、⑭業務支援システムが導入され

ていない作業があれば、その作業についての不

満点を質問した。

⑶　倫理的配慮

　本調査は、筆者が所属する研究倫理規則に則

り実施した。具体的には、調査依頼の書面につ

いて調査目的を明確にし、回答は対象保育所等

の自由意志であり、回答の有無によって不利益

が生じないこと、調査内容を本研究以外には一

切使用しないことを厳格に記載した。回答は統

計的に処理し、得られたデータは厳重に保管・

管理するため、筆者が所有する施錠付きのキャ

ビネットに保管するものとした。

４．ICT導入の実績とそれに伴う業務効率の

意識に関する質問紙調査結果

⑴　基本属性

今回のアンケート調査で回答を得られた保育

所等の基本属性を示す。保育所等の職員数は、

「20人未満」が14.8％（13）、「20人以上40人未満」

が最も多く60.2%（53）、「40人以上60人未満」

が21.6％（19）、「60人以上80人未満」が3.4％

（３）であった。

保育所等の利用者数は、「40人未満」が2.3％

（２）、「40人以上80人未満」が22.7％（20）、「80

人以上120人未満」が最も多く29.5％（26）、「120

人以上160人未満」が27.3％（24）、「160人以上

200人未満」が11.4％（10）、「200人以上」が6.8％

（６）であった。

保育所等のサービス対象地域範囲は、市が

67.0％（59）、町が33.0％（29）であった。

保育所等が抱える他の保育所等数は、「５箇

所以下」が85.2％（75）、「６箇所以上10箇所以
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下」が3.4％（３）、「11箇所以上15箇所以下」

が10.2％（９）、「16箇所以上20箇所以下」が0.0％

（０）、「21箇所以上」が1.1％（１）であった。

⑵　業務支援システム導入の実績

業務支援システムの導入については、「業務

支援システムを導入している」が61.4%（54）、

「導入していない」が38.6％（34）であった。

保育所等の職員数の違いによる導入率は、「20

人未満」が61.5%（８）、「20人以上40人未満」

が60.4%（32）、「40人以上60人未満」が63.2％

（12）、「60人以上80人未満」が66.6％（２）と

大きな差はみられなかった。保育所等の利用者

数の違いによる導入率は、「40人未満」が

50.0％（１）、「40人以上80人未満」が45.0％

（９）、「80人以上120人未満」が69.2％（18）、「120

人以上160人未満」が62.5％（15）、「160人以上

200人未満」が70.0％（７）、「200人以上」が

66.7％（４）と80人未満と80人以上で導入率に

差があるように見られるが統計的に有意な差は

認められなかった。

業務支援システムを導入している保育所等

で、システムの入力に使う端末は、パソコンが

最も多く59.3％（32）、タブレットが29.6％

（16）、専用端末が3.7％（２）、スマートフォン

が1.9％（１）、パソコン・タブレット・スマー

トフォン1.9％が（１）、パソコン・スマートフォ

ンが1.9％（１）、パソコン・タブレットが1.9％

（１）であった。

業務支援システムを導入した時期は、６ヶ月

以内に導入が3.7％（２）、６ヶ月以上１年以内

に導入が27.8％（15）、１年以上２年以内に導

入が22.2％（12）、３年以上前に導入が46.3％

（25）であった。

業務支援システムを導入している保育所等に

おいて、導入システムの必要性については、「と

ても必要である」が59.3％（32）、「ある程度必

要である」が35.2％（19）、「あまり必要ではな

い」が5.6％（３）、「必要ではない」が0.0％（０）

であった。

業務支援システムを「導入していない」と回

答した保育所等においては、「導入を予定して

いる」が5.9%（２）、「導入を検討していない」

が8.8％（３）、「補助金があれば検討する」が

5.9％（２）、「使い勝手のよいシステムが出る

まで導入しない」が2.9％（１）、無回答が

76.5％（26）であった。

⑶　記録業務の手段

記録業務の手段について表１に示す。割合が

最も高い項目を太字にしている。「降園時の出

欠」「健康状態チェック（検温・排便・午睡）」「保

護者との連絡（連絡帳）」「請求管理（教材）」

については、「ノートなど紙書類で管理してい

る」又は「記録管理を行っていない」の割合が

50％を超えている。「週案の作成・入力」「日案

の作成・入力」「個人記録の作成・入力」につ

いても「ノートなど紙書類で管理している」の

割合が最も高い。「全体的な計画の作成・入力」

「年間指導計画の作成・入力」「年間カリキュラ

ムの作成・入力」「月案の作成・入力」「保護者

への資料作成（園だより・給食だより）」につ

いては、「ワープロ、エクセルなど電子ファイ

ルで管理し、個々の職員が保管し行っている」

の割合が最も高い。「保育所児童保育要録の作

成・入力」のみが電子ファイルで管理し、ファ

イルサーバなどで共有している割合が最も高

い。このように、業務の記録書類の電子化は進

んでいない。
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⑷　記録業務別の業務支援システム導入とその

効果

業務支援システムの導入保育所等において、

記録業務別の業務支援システム導入状況は、表

２に示すように、割合の大きい方から「降園時

の出欠」が72.2%（39）、「保護者との連絡（連

絡帳）」が53.7%（29）、「年間指導計画の作成・

入力」「年間カリキュラムの作成・入力」が

48.1%（26）、「全体的な計画の作成・入力」「月

案の作成・入力」「週案の作成・入力」が

46.3％（25）、「個人記録の作成・入力」が

42.6％（23）である。これらから導入されてい

る業務支援システムが複数の業務を兼ねている

ことが分かる。特に「降園時の出欠」の導入率

が高い。

業務支援システム導入前後での作業負担の変

表１　記録業務の手段

業務支援シ

ステムを導

入し、複数

保育所間で

一元管理し

て行ってい

る

業務支援シ

ステムを導

入し、単一

保育所内で

管 理 し て

行っている

業務支援シ

ステムは活用

していない

が、 ワープ

ロ、エクセル

など電子ファ

イルで管理

し、ファイル

サーバなど

で共有し行っ

ている

ワ ー プ ロ、

エクセルな

ど電子ファ

イルで管理

し、個々の

職員が保管

し行ってい

る

ノートなど

紙書類で管

理し行って

いる

この業務に

ついて記録

管理を行っ

ていない

合計

降園時の出欠
7 30 2 4 43 2 88

8.0% 34.1% 2.3% 4.5% 48.9% 2.3% 100.0%
健康状態チェック（検

温・排便・午睡）
2 14 3 4 61 4 88

2.3% 15.9% 3.4% 4.5% 69.3% 4.5% 100.0%
保護者との連絡（連

絡帳）
4 26 2 3 52 1 88

4.5% 29.5% 2.3% 3.4% 59.1% 1.1% 100.0%
全体的な計画の作成・

入力
4 16 21 29 15 3 88

4.5% 18.2% 23.9% 33.0% 17.0% 3.4% 100.0%
年間指導計画の作成・

入力
6 16 19 28 16 3 88

6.8% 18.2% 21.6% 31.8% 18.2% 3.4% 100.0%
年間カリキュラムの

作成・入力
5 17 19 27 17 3 88

5.7% 19.3% 21.6% 30.7% 19.3% 3.4% 100.0%

月案の作成・入力
5 17 18 24 21 3 88

5.7% 19.3% 20.5% 27.3% 23.9% 3.4% 100.0%

週案の作成・入力
5 15 14 20 31 3 88

5.7% 17.0% 15.9% 22.7% 35.2% 3.4% 100.0%

日案の作成・入力
5 13 14 17 35 4 88

5.7% 14.8% 15.9% 19.3% 39.8% 4.5% 100.0%
個人記録の作成・入

力
5 15 14 17 34 3 88

5.7% 17.0% 15.9% 19.3% 38.6% 3.4% 100.0%
保育所児童保育要録

の作成・入力
2 11 26 25 20 4 88

2.3% 12.5% 29.5% 28.4% 22.7% 4.5% 100.0%
保護者への資料作成（園

だより・給食だより）
2 12 26 31 17 0 88

2.3% 13.6% 29.5% 35.2% 19.3% 0.0% 100.0%

請求管理（教材）
2 6 16 18 37 9 88

2.3% 6.8% 18.2% 20.5% 42.0% 10.2% 100.0%
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化について表３に示す。割合が最も高い項目を

太字にしている。すべての項目について「作業

負担は大幅に軽減した」又は「作業負担は少し

軽減した」という回答が50％以上であり、特に

「降園時の出欠」は76.9％がであった。このた

め業務支援システムの導入は作業負担の軽減に

概ね効果があると考えられる。

業務支援システム導入前後での情報共有のし

やすさについて表４に示す。割合が最も高い項

目を太字にしている。特に「降園時の出欠」「健

康状態チェック（検温・排便・午睡）」「保護者

への資料作成（園だより・給食だより）」「請求

管理（教材）」については「情報共有が非常に

しやすくなった」又は「情報共有が多少しやす

くなった」との回答が60％を超えた。全ての項

目で「情報共有が非常にしやすくなった」の回

答の割合が最も高い。情報共有については、一

定の効果が認められる。

業務支援システム導入前後でのデータ検索の

しやすさについて表５に示す。割合が最も高い

項目を太字にしている。「降園時の出欠」「健康

状態チェック（検温・排便・午睡）」「保育所児

童保育要録の作成・入力」「請求管理（教材）」

については「データの検索が非常にしやすく

なった」又は「データの検索が多少しやすく

なった」との回答が70％以上であった。しかし、

「全体的な計画の作成・入力」「年間指導計画の

作成・入力」「個人記録の作成・入力」につい

ては、50％未満であり、データ検索にはあまり

活用されていない。

表２　記録業務別の業務支援システム導入状況（導入保育所等）

導入している 導入していない 合計

降園時の出欠
39 15 54

72.2% 27.8% 100.0%

健康状態チェック（検温・排便・午睡）
20 34 54

37.0% 63.0% 100.0%

保護者との連絡（連絡帳）
29 25 54

53.7% 46.3% 100.0%

全体的な計画の作成・入力
25 29 54

46.3% 53.7% 100.0%

年間指導計画の作成・入力
26 28 54

48.1% 51.9% 100.0%

年間カリキュラムの作成・入力
26 28 54

48.1% 51.9% 100.0%

月案の作成・入力
25 29 54

46.3% 53.7% 100.0%

週案の作成・入力
25 29 54

46.3% 53.7% 100.0%

日案の作成・入力
22 32 54

40.7% 59.3% 100.0%

個人記録の作成・入力
23 31 54

42.6% 57.4% 100.0%

保育所児童保育要録の作成・入力
15 39 54

27.8% 72.2% 100.0%

保護者への資料作成（園だより・給食だより）
15 39 54

27.8% 72.2% 100.0%

請求管理（教材）
10 44 54

18.5% 81.5% 100.0%



― 63 ―

福岡県立大学人間社会学部紀要　第31巻　第１号 寺島・石崎・柴田：保育所・認定こども園におけるICT導入の実績とそれに伴う業務効率の意識

業務支援システム導入前後でのデータ分析の

しやすさについて表６に示す。すべての項目で

「データ分析は行っていない」の割合が最も高

く、記録のデータ分析はあまりなされていない

ことが窺える。

業務支援システム導入後での満足度を表７に

示す。全ての項目で「大いに満足」又は「それ

なりに満足」という回答が50％以上であり、特

に「降園時の出欠」「健康状態チェック（検温・

排便・午睡）」「保護者との連絡（連絡帳）」「保

護者への資料作成（園だより・給食だより）」

については70％を超えている。「降園時の出欠」

は、業務支援システム導入率が高く、作業負担

軽減、情報共有のしやすさ、データ検索のしや

すさが高かった。「健康状態チェック（検温・

排便・午睡）」は、情報共有のしやすさ、デー

タ検索のしやすさが高かった。「保護者との連

絡（連絡帳）」は、業務支援システム導入率が

高かった。「保護者への資料作成（園だより・

給食だより）」は、作業負担軽減、情報共有の

しやすさが高かった。

表３　記録業務別の業務支援システム導入前後での作業負担の変化（導入保育所等）

　
作業負担が大

幅に増大した

作業負担は少

し増大した

導入前と後で

あまり変わら

ない

作業負担は少

し軽減した

作業負担は大

幅に軽減した
無回答 合計

降園時の出欠
2 4 2 15 15 1 39

5.1% 10.3% 5.1% 38.5% 38.5% 2.6% 100.0%
健康状態チェック（検

温・排便・午睡）
2 1 6 7 4 0 20

10.0% 5.0% 30.0% 35.0% 20.0% 0.0% 100.0%
保護者との連絡（連

絡帳）
3 1 3 9 10 3 29

10.3% 3.4% 10.3% 31.0% 34.5% 10.3% 100.0%
全体的な計画の作成・

入力
1 2 6 10 5 1 25

4.0% 8.0% 24.0% 40.0% 20.0% 4.0% 100.0%
年間指導計画の作成・

入力
1 2 5 11 6 1 26

3.8% 7.7% 19.2% 42.3% 23.1% 3.8% 100.0%
年間カリキュラムの

作成・入力
1 2 5 9 8 1 26

3.8% 7.7% 19.2% 34.6% 30.8% 3.8% 100.0%

月案の作成・入力
1 1 6 9 7 1 25

4.0% 4.0% 24.0% 36.0% 28.0% 4.0% 100.0%

週案の作成・入力
1 1 6 9 7 1 25

4.0% 4.0% 24.0% 36.0% 28.0% 4.0% 100.0%

日案の作成・入力
1 1 5 9 5 1 22

4.5% 4.5% 22.7% 40.9% 22.7% 4.5% 100.0%
個人記録の

作成・入力
1 1 6 7 7 1 23

4.3% 4.3% 26.1% 30.4% 30.4% 4.3% 100.0%
保育所児童保育要録

の作成・入力
1 2 3 6 3 0 15

6.7% 13.3% 20.0% 40.0% 20.0% 0.0% 100.0%
保護者への資料作成（園

だより・給食だより）
1 1 1 6 5 1 15

6.7% 6.7% 6.7% 40.0% 33.3% 6.7% 100.0%

請求管理（教材）
1 1 2 1 4 1 10

10.0% 10.0% 20.0% 10.0% 40.0% 10.0% 100.0%
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⑸　導入された業務支援システムに対する要望

（自由記述）

業務支援システムで新たに必要な機能とし

て、「室内防犯カメラでの検温や昼寝中のバイ

タルチェック」「園児個別の発達状況グラフ」

「GPSなどを利用した子どもの所在確認」「午

睡の記録管理等」等の子ども一人ひとりの状況

を把握できる機能、「保護者への連絡ツールと

して、メールではなく連絡アプリ」「保護者連

絡のWEBツール化」等の保護者への連絡機能

の強化、その他に、「モニター」「カリキュラム

のシステム化」「園バスの位置情報」「延長保育

料金・給食費のデジタル決済」「外国人向け翻

訳機能の強化」「勤務者のシフト管理」「請求管

理のキャッシュレス化」「労務管理」等が挙げ

られた。また、「日々の健康記録や健診・予防

接種状況など複数のデータをあわせて反映させ

るシステム、ヒヤリハットなど事故やけがの状

況の統計や分析できるシステム、紐づけできる

項目をオリジナルでできるようにしてほしい、

段階的に支援システムの導入を行っており、来

年度に帳票など導入し、完了予定。職員のシフ

ト・出退勤状況が、登降園状況に反映され、配

置の状況の確認等できるようなシステムがある

と便利、職員の体調管理システム、備品在庫管

理システム」といったシステムのデータ連携を

表４　記録業務別の業務支援システム導入後での情報共有のしやすさ（導入保育所等）

情報共有を

行っていな

い

情報共有が

非常にしに

くくなった

情報共有が

多少しにく

くなった

導入前と後

であまり変

わらない

情報共有は

多少しやす

くなった

情報共有が

非常にしや

すくなった

無回答 合計

降園時の出欠
4 0 0 3 10 20 2 39

10.3% 0.0% 0.0% 7.7% 25.6% 51.3% 5.1% 100.0%
健康状態チェック（検

温・排便・午睡）
3 0 0 4 4 9 0 20

15.0% 0.0% 0.0% 20.0% 20.0% 45.0% 0.0% 100.0%
保護者との連絡（連絡

帳）
4 0 1 6 2 13 3 29

13.8% 0.0% 3.4% 20.7% 6.9% 44.8% 10.3% 100.0%
全体的な計画の作成・

入力
3 0 1 7 3 10 1 25

12.0% 0.0% 4.0% 28.0% 12.0% 40.0% 4.0% 100.0%
年間指導計画の作成・

入力
3 0 1 7 3 11 1 26

11.5% 0.0% 3.8% 26.9% 11.5% 42.3% 3.8% 100.0%
年間カリキュラムの作

成・入力
3 0 1 7 2 12 1 26

11.5% 0.0% 3.8% 26.9% 7.7% 46.2% 3.8% 100.0%

月案の作成・入力
2 0 1 6 3 11 2 25

8.0% 0.0% 4.0% 24.0% 12.0% 44.0% 8.0% 100.0%

週案の作成・入力
2 0 1 6 3 11 2 25

8.0% 0.0% 4.0% 24.0% 12.0% 44.0% 8.0% 100.0%

日案の作成・入力
2 0 1 5 1 11 2 22

9.1% 0.0% 4.5% 22.7% 4.5% 50.0% 9.1% 100.0%

個人記録の作成・入力
2 0 1 5 2 11 2 23

8.7% 0.0% 4.3% 21.7% 8.7% 47.8% 8.7% 100.0%
保育所児童保育要録の

作成・入力
2 0 1 4 1 7 　 15

13.3% 0.0% 6.7% 26.7% 6.7% 46.7% 0.0% 100.0%
保護者への資料作成（園

だより・給食だより）
2 0 0 1 4 7 1 15

13.3% 0.0% 0.0% 6.7% 26.7% 46.7% 6.7% 100.0%

請求管理（教材）
2 0 0 1 1 5 1 10

20.0% 0.0% 0.0% 10.0% 10.0% 50.0% 10.0% 100.0%
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求める記述もみられた。

業務支援システムに対する不満点としてとし

て多かったのがシステムの使いづらさである。

たとえば「画面切り替えなど、いろいろな項目

に行くまでの動作が多く、分かりづらい。進級

時の手続きが煩雑。進級後の過去データを保護

者が見れる期間に制限があり、保護者によって

データ保存方法に差が出る。定型文のオリジナ

ル登録ができない」「職員が、入力や使用の方

法を覚えることが難しく必要性をあまり感じて

いない」「５年前に取り組んだが使いにくい。

思っていた内容とは違う」「パソコンやタブレッ

ト操作が苦手な人でも使いやすいように」「パ

ソコン業務やシステムを使いこなせる人材が少

ない為、一定の個人に負担がかかる。人手不足

で前に進めない」「一人で管理するのが大変」「個

人でデータ入力の差があるので、操作方法など

出来るだけ分かりやすくしてほしい」「端末が

タブレットのほうが使いやすい」といった意見

が挙がっていた。また導入費や維持費の高さに

対する不満、すなわち「値段が高い」「コスト

が高い」「パソコンやタブレットの購入費、維

持費がかさむ」なども多かった。また、保育業

務そのものへの影響として、業務の効率化の方

に目が向けられる一方、子どもの保育の面から

の視点が欠けているという点も指摘され、「業

表５　記録業務別の業務支援システム導入後でのデータ検索のしやすさ（導入保育所等）

データ検索

を行ってい

ない

データ検索

が非常にく

くなった

データ検索

が多少しに

くくなった

導入前と後

であまり変

わらない

データ検索

は多少しや

すくなった

データ検索が

非常にしやす

くなった

無回答 合計

降園時の出欠
5 0 1 2 8 21 2 39

12.8% 0.0% 2.6% 5.1% 20.5% 53.8% 5.1% 100.0%
健康状態チェック（検

温・排便・午睡）
2 0 1 2 4 11 0 20

10.0% 0.0% 5.0% 10.0% 20.0% 55.0% 0.0% 100.0%
保護者との連絡（連絡

帳）
3 0 0 7 5 12 2 29

10.3% 0.0% 0.0% 24.1% 17.2% 41.4% 6.9% 100.0%
全体的な計画の作成・

入力
3 0 0 10 3 8 1 25

12.0% 0.0% 0.0% 40.0% 12.0% 32.0% 4.0% 100.0%
年間指導計画の作成・

入力
3 0 0 10 2 10 1 26

11.5% 0.0% 0.0% 38.5% 7.7% 38.5% 3.8% 100.0%
年間カリキュラムの作

成・入力
3 0 0 9 3 10 1 26

11.5% 0.0% 0.0% 34.6% 11.5% 38.5% 3.8% 100.0%

月案の作成・入力
3 0 0 6 5 9 2 25

12.0% 0.0% 0.0% 24.0% 20.0% 36.0% 8.0% 100.0%

週案の作成・入力
3 0 0 6 5 9 2 25

12.0% 0.0% 0.0% 24.0% 20.0% 36.0% 8.0% 100.0%

日案の作成・入力
3 0 0 5 3 9 2 22

13.6% 0.0% 0.0% 22.7% 13.6% 40.9% 9.1% 100.0%

個人記録の作成・入力
3 0 0 6 2 8 4 23

13.0% 0.0% 0.0% 26.1% 8.7% 34.8% 17.4% 100.0%
保育所児童保育要録の

作成・入力
3 0 0 3 4 5 0 15

20.0% 0.0% 0.0% 20.0% 26.7% 33.3% 0.0% 100.0%
保護者への資料作成（園

だより・給食だより）
2 0 0 3 2 6 2 15

13.3% 0.0% 0.0% 20.0% 13.3% 40.0% 13.3% 100.0%

請求管理（教材）
2 0 0 0 2 5 1 10

20.0% 0.0% 0.0% 0.0% 20.0% 50.0% 10.0% 100.0%
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務改善と保育の見える化を両立させるためのソ

フトが多いが、子ども視点が抜けており、ただ

の作業効率化となってしまっている」「保育の

事務作業の効率化を目指すあまり、子ども一人

ひとりの保育内容を論理化できていない保育者

が出て来ている。定型文を組み合わせて子ども

の保育を形成するのに慣れて自分で感じたもの

を明文化することが苦手になっている保育者が

増え、論理的に明文化する保育所を避ける傾向

が増えてきている」といった意見があった。

業務支援システムが導入されていない作業に

ついての不満点としては、「職員の大半が『手

書き紙媒体』に固執している」「ベテラン保育

士のITリテラシーでは運用が厳しい」「職員が

システムを使いこなせない」等の職員のシステ

ムを使いこなすスキル不足によりへ業務支援シ

ステムが導入されない事への不満、「登降園シ

ステム」「給食関係」「バイタルチェックの機械

化」などのシステム導入への希望等が挙げられ

た。その他、「タブレットの不足により導入で

きない」「幼小接続書類は小学校との絡みがあ

るため、簡単に進まない」等の記述も見られた。

５．考察

本稿では、保育所等を対象にアンケート調査

を実施し、業務支援システム導入の実績とそれ

表６　記録業務別の業務支援システム導入後でのデータ分析のしやすさ（導入保育所等）

データ分

析は行っ

ていない

データ分析

が非常にし

にくくなった

データ分析

が多少しに

くくなった

導入前と後

であまり変

わらない

データ分析

は多少しや

すくなった

データ分析

が非常にし

やすくなった

無回答 合計

降園時の出欠
13 0 0 4 7 11 4 39

33.3% 0.0% 0.0% 10.3% 17.9% 28.2% 10.3% 100.0%
健康状態チェック（検

温・排便・午睡）
6 0 0 4 4 5 1 20

30.0% 0.0% 0.0% 20.0% 20.0% 25.0% 5.0% 100.0%
保護者との連絡（連

絡帳）
11 0 0 8 1 7 2 29

37.9% 0.0% 0.0% 27.6% 3.4% 24.1% 6.9% 100.0%
全体的な計画の作成・

入力
10 0 0 5 5 2 3 25

40.0% 0.0% 0.0% 20.0% 20.0% 8.0% 12.0% 100.0%
年間指導計画の作成・

入力
11 0 0 4 4 4 3 26

42.3% 0.0% 0.0% 15.4% 15.4% 15.4% 11.5% 100.0%
年間カリキュラムの

作成・入力
11 0 0 4 4 4 3 26

42.3% 0.0% 0.0% 15.4% 15.4% 15.4% 11.5% 100.0%

月案の作成・入力
10 0 0 4 4 3 4 25

40.0% 0.0% 0.0% 16.0% 16.0% 12.0% 16.0% 100.0%

週案の作成・入力
10 0 0 4 4 3 4 25

40.0% 0.0% 0.0% 16.0% 16.0% 12.0% 16.0% 100.0%

日案の作成・入力
8 0 0 4 3 3 4 22

36.4% 0.0% 0.0% 18.2% 13.6% 13.6% 18.2% 100.0%
個人記録の作成・入

力
9 0 0 3 4 3 4 23

39.1% 0.0% 0.0% 13.0% 17.4% 13.0% 17.4% 100.0%
保育所児童保育要録

の作成・入力
5 0 0 2 3 2 3 15

33.3% 0.0% 0.0% 13.3% 20.0% 13.3% 20.0% 100.0%
保護者への資料作成（園

だより・給食だより）
4 0 0 3 0 4 4 15

26.7% 0.0% 0.0% 20.0% 0.0% 26.7% 26.7% 100.0%

請求管理（教材）
4 0 0 0 0 4 2 10

40.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 40.0% 20.0% 100.0%
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に伴う業務効率の意識について考察を行った。

529件中88件（回収率16.6％）から回答を得

た。業務支援システムの導入率は、61.4%で

あった。介護サービス事業所の導入率が39.3%

（寺島・石崎・柴田 2021a）、障害福祉サービス

事業所の導入率が22.7％（寺島・石崎・柴田 

2021b）であることに比べると導入率が高い。

障害福祉サービス事業所の場合は、職員数が20

人以上と20人未満との事業所間で、導入率に大

きな差が見られたが、保育所等の場合は、職員

数や利用者数の違いによる導入率の差は見られ

なかった。

業務支援システムを導入している保育所等に

おける記録業務別で見た業務支援システムの導

入率は、「降園時の出欠」72.2％、「保護者との

連絡（連絡帳）」53.7％、「年間指導計画の作成・

入力」「年間カリキュラムの作成・入力」が

48.1%、「全体的な計画の作成・入力」「月案の

作成・入力」「週案の作成・入力」が46.3％、「個

人記録の作成・入力」が42.6％などであり、導

入システムが複数の業務を兼ねていることが分

かった。糟谷（2019）の調査によると、幼児教

育・保育の場面における情報環境の整備は進行

しているものの運用は各園で差が大きく、園務

の情報化による業務効率化の範囲は限定的であ

ることが指摘されている。本調査でも、導入率

が「降園時の出欠」が他の業務に比べて突出し

ており、業務効率化の範囲が限定的であること

表７　記録業務別の業務支援システム導入後の満足度（導入保育所等）

大いに

不満
少し不満

どちらで

もない

それなり

に満足

大いに

満足
無回答 総計

降園時の出欠
1 1 7 14 16 0 39

2.6% 2.6% 17.9% 35.9% 41.0% 0.0% 100.0%
健康状態チェック（検温・

排便・午睡）
0 1 4 8 7 0 20

0.0% 5.0% 20.0% 40.0% 35.0% 0.0% 100.0%

保護者との連絡（連絡帳）
1 1 4 11 11 1 29

3.4% 3.4% 13.8% 37.9% 37.9% 3.4% 100.0%

全体的な計画の作成・入力
0 3 6 7 7 2 25

0.0% 12.0% 24.0% 28.0% 28.0% 8.0% 100.0%

年間指導計画の作成・入力
1 3 6 6 9 1 26

3.8% 11.5% 23.1% 23.1% 34.6% 3.8% 100.0%
年間カリキュラムの作成・

入力
1 3 5 7 9 1 26

3.8% 11.5% 19.2% 26.9% 34.6% 3.8% 100.0%

月案の作成・入力
1 3 5 8 8 0 25

4.0% 12.0% 20.0% 32.0% 32.0% 0.0% 100.0%

週案の作成・入力
0 3 6 8 8 0 25

0.0% 12.0% 24.0% 32.0% 32.0% 0.0% 100.0%

日案の作成・入力
0 3 5 6 8 0 22

0.0% 13.6% 22.7% 27.3% 36.4% 0.0% 100.0%

個人記録の作成・入力
0 3 4 7 8 1 23

0.0% 13.0% 17.4% 30.4% 34.8% 4.3% 100.0%
保育所児童保育要録の作

成・入力
0 2 4 3 6 0 15

0.0% 13.3% 26.7% 20.0% 40.0% 0.0% 100.0%
保護者への資料作成（園だ

より・給食だより）
0 1 3 4 7 0 15

0.0% 6.7% 20.0% 26.7% 46.7% 0.0% 100.0%

請求管理（教材）
1 1 2 0 5 1 10

10.0% 10.0% 20.0% 0.0% 50.0% 10.0% 100.0%
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を示している。介護サービス事業所でも、「ケー

ス記録」「活動日誌」「月次総括」、障害福祉サー

ビス事業所でも「ケース記録」の導入率が他の

業務に比べて高い（寺島・石崎・柴田 2021a、

2021b）。

業務支援システムの必要性について、システ

ムを導入した保育所等においては、「とても必

要である」が59.3％、「ある程度必要である」

が35.2％の回答を得て、業務システムが業務に

欠かせないものとなっている。業務支援システ

ムについて「大いに満足」又は「それなりに満

足」と評価された割合は全体平均で66.0％であ

り、割合が高かった記録業務は、「降園時の出

欠」76.9％、「保護者との連絡（連絡帳）」

75.9％、「健康状態チェック（検温・排便・午

睡）」75.0％、「保護者への資料作成（園だより・

給食だより）」73.3％などであった。

業務支援システムの導入効果については、作

業負担が軽減した（大幅又は少し）割合が全体

平均で64.7％であり、作業負担の軽減に一定の

効果が得られていると言える。情報共有がしや

すくなった（非常に又は多少）割合が全体平均

で59.0％であり、情報共有に一定の効果が得ら

れていると言える。データ検索がしやすくなっ

た（非常に又は多少）割合が全体平均で57.0％

であり、データ検索のしやすさに一定の効果が

得られていると言える。データ分析がしやすく

なった（非常に又は多少）割合は全体平均で

32.7％と高くなく、「データ分析は行っていな

い」の割合は37.3％と高く、データ分析自体が

あまり実施されていないと推察される。

業務支援システムを導入していないと回答し

た38.6％の保育所等では、「導入を予定してい

る」は5.9%（２）と低く、「導入を検討してい

ない」が8.8%（３）、無回答が76.5%（26）等

であり、今後、業務支援システムの導入は急速

には進まないと予想される。こうした傾向は、

介護サービス事業所、障害福祉サービス事業所

でも同様である（寺島・石崎・柴田 2021a、

2021b）。

さらに、各記録業務について、「降園時の出

欠」「健康状態チェック（検温・排便・午睡）」「保

護者との連絡（連絡帳）」「請求管理（教材）」

については、「ノートなど紙書類で管理してい

る」又は「記録管理を行っていない」の割合が

50％を超えており、書類の電子化も進んでいな

い。「全体的な計画の作成・入力」「年間指導計

画の作成・入力」「年間カリキュラムの作成・

入力」「月案の作成・入力」「保護者への資料作

成（園だより・給食だより）」についても、「ワー

プロ、エクセルなど電子ファイルで管理し、

個々の職員が保管し行っている」の割合が最も

高く、業務支援システム導入や情報の共有化が

なされているわけではないことがわかった。記

録書類の電子化が進んでいないのは、介護サー

ビス事業所、障害福祉サービス事業所も同様で

ある（寺島・石崎・柴田 2021a、2021b）。

回答された自由記述データから、導入されて

いる業務支援システムで新たに必要な機能とし

て要望が多かったのが、子ども一人ひとりの状

況を把握できる機能、システムのデータ連携な

どであった。業務支援システムに対する不満点

として、システム操作の使いづらさ、導入費や

維持費の高さ、業務の効率化のみに重点がおか

れている点などが挙げられた。業務支援システ

ムが導入されていない作業についての不満点と

して、職員のICTリテラシーの不足によりへ

業務支援システムが導入されていない点等が挙

げられた。

今回の調査では、業務支援システムの導入は
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61.4％もの保育所等で導入されており、導入さ

れている保育所等では、94.4％が「とても必要

である」又は「ある程度必要である」と回答さ

れ業務に欠かせないものになっている。しか

し、書類の電子化自体も進んでいない記録業務

が多いことや業務支援システムを導入していな

い保育所等では、システム導入を予定している

所が少ないこともわかった。今後、保育所等に

おいて、業務支援システムの導入が進むために

は、自由記述データにみられる現場の要望を取

り入れた業務支援システムの開発や現場への提

案が必要ではないかと考える。
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注

１　教育・保育施設等とは、認定こども園（幼保連携型、

幼稚園型、保育所型、地方裁量型）、幼稚園、認可保

育所、小規模保育事業、家庭的保育事業、居宅訪問

型保育事業、事業所内保育事業（認可）、一時預かり

事業、病児保育事業、子育て援助活動支援事業（ファ

ミリー・サポート・センター事業）、子育て短期支援

事業（ショートステイ、トワイライトステイ）、放課

後児童健全育成事業（放課後児童クラブ）、認可外保

育施設（企業主導型保育施設、地方単独保育施設、

その他の認可外保育施設）、認可外の居宅訪問型保育

事業である。
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